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1 【環境目標１ 地球環境】 カーボンニュートラルを目指すまち 

 

 

 

IPCC第６次評価報告書において、大気、海洋、雪氷圏及び生物圏で広範囲かつ急速な

変化が現れていること、極端な高温や大雨の頻度と強度の増加、いくつかの地域におけ

る強い熱帯低気圧の割合の増加等が、地球温暖化の進行に直接関係して拡大することが

示され、今後、地球温暖化の進行に伴い、このような猛暑や豪雨のリスクは更に高まるこ

とが予測されています。 

環境目標１では、第３章 第３次常陸太田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）及

び第６章 常陸太田市地域気候変動適応計画を含めて展開します。 

 

◆ 各部門の温室効果ガス排出削減目標            単位：千ｔ-CO2 

※端数処理により合計が一致しない場合があります。 

 

市域の森林は、平成26（2014）年から令和元（2019）年の間において、年間当た

り211千t-CO2の二酸化炭素を吸収しています。 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

部門・分野 

基準年度 
（平成 25 

(2013)年度） 

排出量 

現 状 
（令和２

(2020)年度） 

排出量 

目標年度 
（令和 12(2030)年度） 

目標年度 
（令和 32 

(2050)年度） 

削減率 排出量 削減率 

産業部門 100 69 62 ▲38% 
 

 

排 

出 

量 

実 

質 

ゼ 

ロ 

業務その他部門 70 42 35 ▲51% 

家庭部門 87 67 30 ▲66% 

運輸部門 134 102 87 ▲35% 

廃棄物分野 6 8 5 ▲14% 

合 計 397 288 219  

現状と課題 

CO2 

森林吸収量 211千 t-CO2/年 

 

平成 26 年から令和元年での年間吸収量 
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●市民・事業者への環境意識調査● 

 

＜環境保全に関する法律や制度の認知度・事業者＞ 

◆ 環境と企業のあり方に関する次のような法律、制度をご存知ですか。 

 
     リサイクルや廃棄物処理の関心が高いことがわかります。 

 

 

＜気候変動に対処するために優先的に進めていくべき適応策（分野）・大人＞ 

◆ 気候変動に対処するために市が優先的に進めていくべき適応策はどの分野だと

考えますか。（複数回答） 

 
     自然災害・沿岸域分野、農林水産業分野、健康分野の適応策に取り組んでいくべきとい

う意見が多く得られました。 

 

  

7.9%

7.9%

9.5%

17.5%

17.5%

20.6%

20.6%

21.0%

22.2%

28.6%

28.6%

31.7%

38.1%

41.3%

74.6%

77.8%

39.7%

27.0%

38.1%

46.0%

36.5%

25.4%

44.4%

29.0%

20.6%

44.4%

31.7%

38.1%

36.5%

39.7%

22.2%

20.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

循環型社会形成推進基本法

ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）

エコ・ショップ制度

食品リサイクル法

エコアクション２１

建設リサイクル法

資源有効利用促進法

茨城エコ事業所登録制度

化管法／ＰＲＴＲ法

プラスチック資源循環促進法

グリーン購入法

自動車リサイクル法

容器包装リサイクル法

省エネ法

廃棄物処理法

家電リサイクル法

知っている 聞いたことはある

50.6%

23.1%

22.7%

20.5%

18.8%

0% 20% 40% 60%

台風や梅雨前線等による集中豪雨・洪水など

（自然災害・沿岸域分野）

農作物の品質低下、収穫量の減少など

（農業・林業・水産業分野）

熱中症の増加、感染症の増加など（健康分野）

ヒートアイランド現象による気温上昇、快適性

の損失など（国民生活・都市生活分野）

平均気温の上昇による生産活動や生産設備への

影響など（産業・経済活動分野）
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＜気候変動に対処するために優先的に進めていくべき適応策（分野）・子ども＞ 

◆ 地球温暖化による影響（気候変動）に対処するために市が優先的に進めていくべき適

応策はどの分野だと思いますか。（複数回答） 

 

     自然災害・沿岸域分野、健康分野、農林水産業分野の適応策に取り組んでいくべきという

意見が多く得られました。 

 

＜気候変動に対処するために優先的に進めていくべき適応策（分野）・事業者＞ 

◆ 気候変動に対処するため市が優先的に進めていくべき適応策はどの分野だと考えます

か。（複数回答） 

 
     自然災害・沿岸域分野、健康分野、産業・経済活動分野の適応策に取り組んでいくべきと

いう意見が多く得られました。 

 

＜気候変動に対して日頃からの取組・大人＞ 

◆ 気候変動への適応策や緩和策について日頃から取り組んでいること、または取り組ん

だことがあることはどれですか。（複数回答） 

 
     多くの市民が熱中症対策、防災情報の確認、災害への備えに取り組んでいます。 

  

30.7%

27.7%

25.4%

24.4%

15.2%

0% 20% 40% 60% 80%

台風や梅雨前線等による集中豪雨・洪水など

（自然災害・沿岸域分野）

熱中症の増加、感染症の増加など（健康分野）

農作物の品質低下、収穫量の減少など

（農業・林業・水産業分野）

野生生物の減少、植生の変化など

（自然生態系分野）

平均気温の上昇による生産活動や生産設備への

影響など（産業・経済活動分野）

15.9%

22.2%

22.2%

31.7%

77.8%

0% 20% 40% 60% 80%

ヒートアイランド現象による気温上昇、快適性

の損失など（国民生活・都市生活分野）

平均気温の上昇による生産活動や生産設備への

影響など（産業・経済活動分野）

農作物の品質低下、収穫量の減少など

（農業・林業・水産業分野）

熱中症の増加、感染症の増加など（健康分野）

台風や梅雨前線等による集中豪雨・洪水など

（自然災害・沿岸域分野）

83.1%

49.4%

48.7%

41.6%

35.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

熱中症対策（水分補給など）

防災情報などの確認（ハザードマップなど）

災害への備え（防災グッズなど）

省エネ対策（エコカー、省エネ家電など）

リサイクル、３Ｒ（４Ｒ）
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＜気候変動に対して日頃からの取組・子ども＞ 

◆ 気候変動への適応策や緩和策について日頃から取り組んでいること、または取り組ん

だことがあることはどれですか。（複数回答） 

 

     子どもたちは、熱中症対策、リサイクル・3R（4R）、災害への備えに取り組んでいます。 

 

 

＜気候変動に対して日頃からの取組・事業者＞ 

◆ 気候変動への適応策や緩和策について取り組んでいること、または取り組んだことが

あることはどれですか。（複数回答） 

 

     事業所では、熱中症対策、災害への備え、防災情報の確認に取り組んでいます。 

 

 

＜知っている再生可能エネルギーの種類・子ども＞ 

◆ あなたが見たこと、聞いたことがある再生可能エネルギーはありますか？ 

 
     子どもたちが見たこと、聞いたことがある再生可能エネルギーは、太陽光発電、風力発電

という回答が多い結果でした。 

 

 

 

80.9%

42.2%

34.7%

28.4%

27.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

熱中症対策（水分補給など）

リサイクル、３Ｒ（４Ｒ）

災害への備え（防災グッズなど）

感染症予防（長袖着用など）

防災情報などの確認（ハザードマップなど）

28.6%

33.3%

58.7%

60.3%

79.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リサイクル、３Ｒ（４Ｒ）

省エネ対策（エコカー、再エネ設備など）

防災情報などの確認（ハザードマップなど）

災害への備え（防災グッズなど）

熱中症対策（水分補給など）

8.6%

8.9%

22.8%

33.7%

75.9%

87.5%

51.0%

48.5%

43.6%

55.1%

21.5%

10.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地熱発電

バイオマス発電

太陽熱利用

水力発電

風力発電

太陽光発電

実際に見たことがある 見たことはないけど知っていた
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＜再生可能エネルギーの設備導入状況・大人＞ 

◆ ご家庭で、具体的にどのような再生可能エネルギーを用いた設備や省エネルギーに

つながる設備を導入していますか、もしくは導入したいと思いますか。 

 
     断熱窓、ヒートポンプシステムは、すでに多くの家庭に導入されています。 

 

＜再生可能エネルギーの設備導入状況・事業者＞ 

◆ 具体的にどのような再生可能エネルギーを用いた設備や省エネルギーにつながる設備

を導入していますか、もしくは導入したいと思いますか。 

 

     ハイブリッド自動車や電気自動車、太陽光発電は、すでに多くの事業者で導入しています。 

  

0.3%

1.6%

2.9%

2.9%

3.6%

3.9%

4.2%

8.4%

28.1%

32.1%

54.9%

58.8%

3.6%

3.9%

16.2%

12.3%

30.2%

10.1%

7.5%

3.9%

24.7%

9.2%

33.8%

8.2%

13.0%

0% 20% 40% 60% 80%

小型風力発電システム

天然ガスコージェネレーションシステム

燃料電池自動車（ＦＣＶ）

家庭用燃料電池システム（エネファームなど）

電気自動車（ＥＶ）

電動バイク、電動アシスト自転車

太陽熱温水器、太陽熱高度利用システム

ペレットストーブ、薪ストーブ

蓄電池

太陽光発電

ハイブリッド・クリーンディーゼル自動車

ヒートポンプシステム（エコキュートなど）

断熱窓（ペアガラス、二重サッシ等）

すでに導入済み 導入を検討

3.2%

4.8%

4.8%

4.8%

9.5%

11.3%

25.4%

31.7%

6.3%

6.3%

6.3%

3.2%

14.3%

4.8%

3.2%

3.2%

9.5%

3.2%

22.2%

4.8%

19.0%

24.2%

27.0%

23.8%

0% 20% 40% 60%

太陽熱利用（温水器等）

小型風力発電システム

燃料電池システム（エネファーム等）

天然ガスコージェネレーションシステム

燃料電池自動車

Ｖ２Ｂ（ヴィ・ツー・ビー）

ＺＥＢ（ゼブ）

電動バイク、電動アシスト自転車

ヒートポンプシステム（エコキュート等）

ペレットストーブ、薪ストーブなど

蓄電池

ＢＥＭＳ（ベムス）

断熱窓等（ペアガラス、二重サッシ等）

電気自動車

太陽光発電

ハイブリッド・クリーンディーゼル自動車

既に導入済み 導入を検討
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＜再生可能エネルギー設備導入の判断ポイント・事業者＞ 

◆ 再生可能エネルギー等の設備導入を考える場合、どのようなことを考慮して判断されま

すか。（複数回答） 

 
     経費削減の期待や地球温暖化防止への貢献が判断のポイントとなっています。 

 

 

＜再生可能エネルギー導入の取組のための市への要望・事業者＞ 

◆ 自治体の再生可能エネルギー導入の取り組みとして、次のような具体的導入案が考え

られますが、今後、常陸太田市ではどのようなものに優先的に取り組む必要があると

思いますか。（複数回答） 

 
     廃熱利用、公共施設への太陽光発電の導入、災害時のエネルギー供給源の設備導入などを

優先的に取り組む必要があると考えています。 

 
  

44.4%

46.0%

58.7%

63.5%

63.5%

77.8%

0% 20% 40% 60% 80%

設備の耐久性・性能

期待している能力・効果が得られるか

（発電量など）

災害等による非常時のエネルギーの確保

設備にかかる費用

ＣＯ２排出量削減により地球温暖化防止に

貢献できる

電気代やガソリン代など、自社のエネルギー

費用が削減される

34.9%

34.9%

36.5%

47.6%

54.0%

54.0%

0% 20% 40% 60%

森林・農畜産副産物など地域資源を利用したバイ

オマス発電・熱利用・燃料製造

公用車へのハイブリッド車、電気自動車、燃料電

池車等の次世代自動車導入

防災等の非常電源としてバイオマス発電による蓄

電施設の導入

災害時のエネルギー供給源として水素や太陽光発

電等の設備導入

公共施設への太陽光発電の導入

ごみ処理場などでの廃棄物や余熱を利用した発

電・熱利用・燃料製造

CO2排出量削減により地球温暖化防止に 

貢献できる 
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関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ カーボンニュートラルの推進に賛同する事業者からの寄付金を基金とし、その運用とし

て、カーボンニュートラルの推進に取り組む市民、団体、企業等を表彰することにより、

広く啓発を図ります。 

・ 「脱炭素社会」の実現に向けて、環境譲与税を活用し、市民と共に里美牧場エリアにカ

エデ（メープルリーフ）の森を育むことで CO2削減を図ります。 

・ 暮らしの中での CO2排出量を数値として把握できるように、「うちエコ診断（茨城県）」

等を利用した見える化への取り組みの意識啓発を行います。 

・ 年間を通して環境に配慮したライフスタイルを実践する茨城県の県民運動「いばらきエ

コスタイル」を推進します。 

・ 市民にはクリーンエネルギー自動車等購入補助金を推進し、市役所の公用車の導入時に

は、電気自動車（EV）・プラグインハイブリッド車（PHEV）・燃料電池自動車（FCV）

等の環境性能の高いエコカーの導入を促進します。 

・ 温室効果ガス削減に向けて、農地管理、生物多様性の保全、バイオマスの利活用など総

合的な観点から実用かつ効果的な方法を検討します。 

・ 森林や公園など CO2 の吸収源として貢献できる緑地を維持するため、間伐、下刈り、

植林等の継続した保全・管理を推進し CO2吸収源の保全と増大に努めます。 

・ 国が推進する新しい国民運動「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動＜

愛称：デコ活＞」を宣言し、広報紙やホームページ等で啓発活動を行います。 

・ 脱炭素型の製品・サービスの選択など、「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの10

年後」を推進します。 

・ 市民・市民団体・事業者・市の協働により地球温暖化対策に関する意識啓発を行い、そ

の対策に取り組みます。 

・ 広報紙やホームページ等で、地球温暖化に関する情報の提供を行います。 

 

  

具体的施策１ 地球温暖化対策（緩和策）の推進 

用語

解説 
電気自動車（EV）：資料編、資-14 参照 

プラグインハイブリッド車（PHEV）：資料編、資-15 参照 

燃料電池自動車（FCV）：資料編、資-14 参照 
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関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ 「常陸太田市再生可能エネルギー発電設備の適正な設置と地域環境の保全に関する条

例」に基づき、再生可能エネルギー発電設備の適正かつ秩序ある設置を推進します。 

・ 再生可能エネルギーの種類やポテンシャルについて情報を収集し、広報紙やホームペー

ジ等で普及啓発に努めます。 

・ 太陽光・風力・水力・バイオマス発電等のエネルギーの利活用について、情報提供に努

めます。 

・ 公共施設の太陽光発電設備の管理を引き続き行い、新市街地、観光施設における再生可

能エネルギーの関連機器（太陽光パネル、蓄電池、BEMS など）の普及や導入、災害時

にも利用できる環境の整備を推進します。 

・ 太陽光発電設備を設置する世帯への設置費補助を実施し、広報紙やホームページ等での

普及啓発を行い、再生可能エネルギー機器の導入を支援します。 

 太陽光発電設備及び蓄電システム設置費補助金  （令和５年度の例）  

 ＜太陽光発電システム＞ 

☆太陽電池モジュールの公称最大出力の合計が10kw未満のもので

あること。(増設の場合は、既設分と合計で10kw未満であること） 

☆申請者が電力会社と受給契約していること。 

補助金額： 

15,000 円/kw 

（上限 100,000 円） 

 

 ＜蓄電システム＞ 

☆前年度及び当該年度の国の補助事業において補助対象設備として

登録され、及び10kw未満の住宅の屋根等に設置された太陽光発

電と連携しているものであること。 

補助金額： 

50,000 円/台 

 

・ 公共施設の新設及び防災拠点機能を有する施設への太陽光発電システムと蓄電池の導

入で自家消費を推進します。 

・ 市民・市民団体・事業者の省エネルギー活動を促進します。 

・ 公共施設のエネルギー効率の改善を進め、高効率な省エネルギーを実現します。 

 

 

 

具体的施策２ 再生可能エネルギー・省エネルギーの推進 

用語

解説 BEMS：資料編、資-16 参照 
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・ 高効率給湯器（エコキュート・エネファーム等）を設置する世帯へ広報紙やホームペー

ジ等での情報提供及び設置費補助の実施、省エネルギー機器の導入を促進します。 

 高効率給湯器設置費補助金  （令和５年度の例）  

 ☆エコキュート（電気式） 

☆ハイブリッド給湯器（ガスと電気併用型） 

補助金額： 

30,000 円/台 

※ただし、30,000 円より少な

い場合はその額とする（千円

未満切捨て） 

 

 ☆エネファーム（ガス式：発電機併用型） 補助金額： 

72,000 円/台 

※ただし、72,000 円より

少ない場合はその額とする

（千円未満切捨て） 

 

・ 環境負荷を低減する取り組みを積極的に実践している事業所を「茨城エコ事業所」とし

て登録し、広く公表することにより、事業所のさらなる取り組みを促進します。 

・ 県が実施する「うちエコ診断」制度について、広報紙等で周知し、市民の省エネルギー対

策を促進します。 

・ 市内における再生可能エネルギーの導入や利活用について、継続して調査・研究を進め

ていきます。 

・ 環境負荷の軽減に配慮した自動車の使用やエコドライブの取り組みを促進します。 

・ 新たな風力発電施設の導入を推進します。 

・ 事業者による市内のメガソーラー施設の利活用を推進します。 

 

 

 

 

関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ 歩道の改修等、歩行者にやさしい交通環境の整備を推進します。 

・ 公共交通利用の啓発活動等を実施し、自動運転 EV バスの利用を促進します。 

・ 公共交通（高速バス）を利用した貨客混載による農産物配送事業等により、輸送時に発

生する二酸化炭素を削減し、環境にやさしい物流システムを推進します。 

・ 市民・市民団体・事業者・市の協働及び県等関係機関との連携により、里地里山等の保

全・管理を図ります。 

・ 農地の保全のため、農地や農業用施設の保全活動を推進します。 

 

具体的施策３ 脱炭素型都市基盤の整備及び保全 
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・ 市産材を使用して住宅・物置等を建築する市民への助成制度（常陸太田市木造住宅等建

築助成制度）を活用し、市産材の利用促進を図ります。 

 常陸太田市木造住宅等建築助成制度  （令和５年度の例）  

 交付対象者：市内に自らが居住する住宅の新築を行う者 

☆新築に用いる木材の量は、２分の１以上が市内で生産された木材

（市産材）であること。 

☆住宅の建築工事完了後は、速やかに入居すること。 

☆市税を滞納していないこと。 

補助金額：建物に用い

る市産材 1 立方メート

ルにつき 

30,000 円 

（上限 600,000 円） 

 

・ 適正な間伐・枝打ち等の森林整備を推進し、間伐材の再利用といった資源循環に努めま

す。 

・ 間伐材や樹皮等の林産廃棄物の有効利用を図ります。 

・ 緑化に関する制度の充実を図ります。 

  

 

 

 

関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ 市内の企業・関係機関で協働し、地域での資源循環に努めます。 

・ 市全体で一丸となって、地域循環及び自然との共生を目指します。 

・ 市民・市民団体・事業者・市の協働及び県等関係機関との連携により、里地里山等の保

全・管理を図り、適正な間伐・枝打ち等の森林整備を推進し、間伐材の再利用といった

資源循環に努めます。 

・ 直売所販売及び朝市の開催等の支援を行い、地場産物のＰＲをすることで消費拡大を図

り地産地消を推進します。 

・ 自立・分散型の持続可能な社会を目指します。 

・ 地域循環共生圏の登録を検討します。 

 

 

 

 

 

具体的施策４ 地域循環共生の推進 
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コラム メープルリーフの森づくり 

「脱炭素社会」の実現に向けて常陸太田市が取り組んでいるミッションのひとつで、森林

環境譲与税を利用し、里美牧場エリアにカエデ（メープルリーフ）の森を育てる試みです。 

緑の木々を増やすことでカーボンニュートラルにつながるほか、カエデの木から採れる樹

液は甘いメープルシロップの原料にもなります。 

このメープルリーフの森づくりでは、植樹から20年たった後に、植樹した皆さんに集ま

っていただき、育った樹液を採って美味しいメープルシロップをつくろうという夢を描いて

います。 

令和４年度から始まり、令和５年10月22日に２回目の森づくりが開催されました。 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和５年 植樹の様子＞ 
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関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ 「第６章 常陸太田市地域気候変動適応計画」を推進し、市民・市民団体・事業者・市

の協働により気候変動に関する情報提供、気候変動への対策に取り組みます。 

・ 全国的なものや市域でこれまでに生じている気候変動の影響、今後予測される影響、適

応策などの把握、知見、情報の収集に努め、適応策に関する検討や実施を進め、広報紙

やホームページ等で情報提供します。 

・ 自然災害に備え、ハザードマップの周知や避難警戒態勢の充実を図り、広報紙やホーム

ページ等を活用し、防災関係各種マップで災害の危険がある地域や避難場所の周知を図

ります。 

・ 公共施設における再生可能エネルギーの導入を検討し、さらに災害などの非常時の利活

用の方策も検討します。 

・ 公共施設の新設及び建て替えの際に、ZEB 化や災害時にも利用できる環境の整備を検

討します。 

・ 熱中症対策の１つとして、指定暑熱避難施設の指定、暑さを避けるために利用できる施

設や場（クーリングシェルターやクールシェアスポット）の確保や市民への情報提供を

推進します。 

・ 指定暑熱避難施設、クーリングシェルター、クールシェアスポットの確保に際して、太

陽光等の再生可能エネルギーや地中熱等の未利用エネルギー、蓄電池等を活用し、脱炭

素化とレジリエンスの向上といった観点も踏まえた取り組みを推進します。 
 

コラム 地球温暖化が進むと 

 

  

具体的施策５ 気候変動適応策（適応策）の推進 

【出典：カーボンニュートラル顕彰制度案内チラシ】 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化がこのまま進んでいくと、異常気象

や感染症などが増える、水や食料が不足する、そ

のため、生き物が減る、水害などで住む場所がな

くなるなどの影響が考えられています。 

また、異常気象が起こることにより、台風や豪

雨などの天候への影響があり、農作物の成長への

影響なども心配されます。 

 

 

 

 

 

 

 

用語

解説 

ハザードマップ：資料編、資-15 参照 

クーリングシェルター：資料編、資-11 参照 

クールシェアスポット：資料編、資-11 参照 
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事業者の取組  

・ 自動車購入の際は、電気自動車などの次世代自動車の購入に努めます。 

・ 職場での節電や節水を心がけます。 

・ クールビズ、ウォームビズなど、適切な室温や給湯温度の設定、省エネ機器の導入を推

進します。 

・ 環境にやさしいエコドライブを実践します。 

・ 事業所などの建設及び改築の際には、太陽光発電など再生可能エネルギー設備の導入に

努めます。 

・ 茨城エコ事業所として茨城県に登録し、環境への負荷を軽減する取り組みを実践しま

す。 

・ 環境関連の情報や測定データの公表に努めます。 

・ 森林や里地里山整備などの環境保全活動に積極的に参加します。 

市民・市民団体の取組  

・ 自動車の買い替えの際には、電気自動車などの次世代自動車の購入に努めます。 

・ 家庭での節電や節水に努めます。 

・ 気候に合わせた過ごしやすい服装や、適切な室温や給湯温度などの設定を心がけます。 

・ 環境にやさしいエコドライブを実践します。 

・ 国が推進する新しい国民運動「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動＜

愛称：デコ活＞」を確認し、できることから脱炭素につながる取り組みをします。 

・ 脱炭素に向けた取り組みの「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの10年後」を参考

にします。 

・ 新築や改築の際には、太陽光発電（太陽光パネル、蓄電池、HEMS）など再生可能エネ

ルギー設備の導入に努めます。 

・ エコキュート、エネファームなどエネルギー効率の高い機器の導入に努めます。 

・ 森林や里地里山整備などの環境保全活動に積極的に参加します。 

・ 新築の際は、市産材の利用や市の制度の利用を検討します。 

・ 耕作放棄地を増やさない活用方法を検討します。 

・ 直売所や朝市を積極的に活用し地産地消に協力します。 

・ 常陸太田市地域気候変動適応計画を理解し、将来起こりうる気候変動の影響への適応に

努めます。 

・ 自然災害に備え、広報紙やホームページ等で、ハザードマップや避難場所の確認を行い

ます。 

・ 熱中症対策の情報を収集し、クーリングシェルターやクールシェアスポットなどの利用

も検討します。 

【環境目標 1 地球環境】 カーボンニュートラルを目指すまち 

市民・市民団体・事業者にご協力いただく取組 

用語

解説 
デコ活：資料編、資-13 参照 

HEMS：資料編、資-17 参照 
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・ 木質バイオマスの資源となる木くず、剪定くずなどの分別に努めます。 

・ 公共交通を利用した貨客混載による配送事業等で、環境にやさしい物流システムを推進

します。 

・ 市民・市民団体・市等と協働し、地域での資源循環を推進します。 

・ 常陸太田市地域気候変動適応計画を理解し、将来起こりうる気候変動の影響への適応に

努めます。 

・ 自然災害に備え、ホームページ等で、ハザードマップや避難場所の確認・周知を行いま

す。 

・ 熱中症対策の情報を収集し、クーリングシェルターやクールシェアスポットなどの設置

に努めます。 

 

★環境指標と数値目標★ 

環境指標 基準年度 

2030年度 

国の削減目標 
令和12年度 

2050カーボン 

ニュートラル 
令和32年度 

市域からの 

温室効果ガス排出量 
397千ｔ-CO2 

（平成25(2013)年度） 
219千ｔ-CO2 

実質ゼロ 
（温室効果ガス排出量から 

森林吸収量を差し引いた値） 

市域の再生可能 

エネルギー導入目標 
117,286kWh/年 
（令和3(2021)年度） 

153,060kWh/年 

以上 

228,591kWh/年 

以上 

削減目標について：国の施策に準じて、短期目標、長期目標を定めています。 
 

 

環境指標 基準年度 
平成25（2013）年度 

現状 
令和３（2021）年度 

計画年度 
令和10（2028）年度 

補助対象製品導入による 

二酸化炭素削減量 
2,247 t-CO2 5,522 t-CO2 7,053 t-CO2 

 

  

コラム 本市役所敷地内の再生可能エネルギー 

本市役所敷地内の駐車場では、外灯は全てLEDを使用

しており、設置している太陽光パネルで発電した電力は

市役所内で自家消費しています。 
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2 【環境目標２ 資源環境】 ごみを減らし資源を有効活用するまち 

 

 

 

本市の令和３（2021）年度ごみの総排出量は16,014t、１人１日当たりの生活系

ごみ排出量は727g/人日です。県全体の１人１日あたりの排出量953ｇ/人日（環境

省廃棄物処理技術情報）と比較すると少ない量と言えますが、環境負荷の低減を図り、

ごみの減量化を目指すためには、さらなる削減が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、令和３年度の本市の一般廃棄物における資源化（リサイクル）率は 12.5%であ

り、県平均の 20.7%と比較すると低い割合です。 

 

 

 

  

現状と課題 

◆ １人１日当たりの生活系ごみ排出量 

【出典：環境省廃棄物処理技術情報】 

◆ 本市のリサイクル率 

【出典：環境省廃棄物処理技術情報】 
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関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ 市民・市民団体・事業者へ啓発チラシの配布、広報紙やホームページ等での情報提供を

行い、資源物と燃えないごみの無料回収など４Ｒ活動の推進を図り、効率的な23分別

回収、町会や子ども会等の団体が行う資源物回収活動の支援、ごみの排出量の削減とリ

サイクル率の向上を進めます。 

・ 事業所からのごみの排出量を削減し、資源循環するための啓発活動を推進します。 

・ コンポストや生ごみ処理機の購入費補助金の利活用を推進します。 

 コンポストや生ごみ処理機の購入費補助金  （令和５年度の例） 

☆市内に住所を有している方 

☆生ごみ処理容器等で生ごみを堆肥化したものを自家処理できる方 

 

 ＜生ごみ処理容器 

（コンポスト・ミミズコンポスト等）＞ 

補助金額： 

税抜購入価格の 1/2 以内 

（100 円未満切捨て） 

上限 3,000 円／基 

補助基数：１世帯当たり２基まで 

 

 ＜生ごみ減量化機器（機械式生ごみ処理機）＞ 補助金額： 

税抜購入価格の 1/2 以内 

（100 円未満切捨て） 

上限 20,000 円／基 

補助基数：１世帯当たり１基まで 

 

・ 小型家電リサイクル法に基づき、使用済小型電子機器の専用回収ボックスの利用促進や

清掃センターでの分別回収等を実施し、携帯電話・デジタルカメラ等に含まれる希少金

属の積極的な回収及び再資源化を推進します。 

・ 環境への負荷を低減していくため、環境に配慮した事業活動（食品ロス削減等）におけ

るごみの排出量の削減に向けた取り組みを推進します。 

・ 家庭から排出された廃食用油を市役所本庁、支所等に設置した専用回収ボックスで回収

し、製品の原料として再資源化を図ります。 

・ 不法投棄の早期発見・早期対応のためのパトロールの実施等、市民や茨城県ボランティ

アＵ.Ｄ.（不法投棄）監視員等と連携を図り、監視体制の強化を目指します。 

・ 再生可能エネルギー発電設備の廃棄物問題について、国・県の動向を把握しながら適切

な対応に努めます。 

具体的施策１ ごみの減量化・再資源化 

用語

解説 
食品ロス：資料編、資-12 照 
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・ 高効率給湯器だけでなく、リサイクル製品や省エネ効果の高い製品等、一般家庭への環

境負荷の少ない製品導入の普及啓発に努めます。本市においても、環境負荷の少ない製

品を優先的に選択します。 

・ 「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」に基づき、プラスチック資源循

環を推進します。 

・ 農業用廃プラスチックの回収・有効活用を推進します。 

 本市では、年に２度有償で、農家の農業用廃プラスチックの適正な処理を推進するため

に回収を行っています。（広報紙に詳細を掲載しています。） 

回収品目：農業用ビニール、農業用ポリエチレン 

回収対象外：緑マルチ、ブルーシート、農薬容器など。 

 

  

 

関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ 市民・市民団体・事業者への啓発チラシの配布、広報紙やホームページ等での情報提供

により、ごみ問題に対する意識を向上させ、協働によるごみの排出量の削減に向けた取

り組みを促進します。 

・ 家庭からのごみの排出量削減とリサイクル率向上の推進や、町会や子ども会等の団体が

行う資源物回収活動を支援し、資源の再利用を促進します。 

・ 事業所からのごみの排出量を削減し、資源循環するための啓発活動を推進します。 

・ ４Ｒ活動を実践し、ごみの排出量削減とリサイクル率向上のため、資源物と燃えないご

みの無料回収を実施し、効率的な23分別回収を継続実施します。 

・ 可燃ごみに含まれる紙類を資源物で排出するよう、啓発活動を強化します。 

・ 家庭から排出された廃食用油を市役所本庁・支所等に設置した専用回収ボックスで回収

し、製品の原料として再資源化を図ります。 

・ 環境への負荷を低減していくため、環境に配慮した事業活動（食品ロス削減等）におけ

るごみの排出量削減に向けた取り組みを推進します。 

・ サーキュラーエコノミー（循環型経済）を推進します。 

・ 木質バイオマス発電施設（間伐材の木質チップ等を利用）の導入や既存施設の利活用を

推進します。 

 

具体的施策２ 循環型社会の形成 
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・ 古着や使わない物は、リサイクルショップ等を活用し、サステナブルファッションの取

り組みを推進します。 

 

 

 

市民・市民団体の取組  

・ ごみの処理はルールに従って適正に処理します。 

・ 分別を徹底し４Ｒ活動に取り組みます。 

・ プラスチックの資源循環に努めます。 

・ 使い捨てプラスチックごみ削減のため、エコバッグやマイボトルを携行します。 

・ 詰替製品、長期間使用できる製品、リサイクルしやすい製品等、環境負荷ができるだけ

少ない製品やサービスを選びます。 

・ 生ごみは十分な水切りに努めます。 

・ 食品ロスを減らすため、賞味期限や消費期限を理解し、必要な分だけ購入し、食べられ

る分だけ作ることを心がけます。 

・ 市で回収を行っている「小型家電回収ボックス」を利用するなど、小型電子機器に含ま

れる希少金属の再資源化に努めます。 

・ 市で回収を行っている「使用済み食用油回収ボックス」を利用するなど、廃食用油の再

資源化に努めます。 

・ ４R 運動を推進し、物を大切にすることで、再使用を心がけます。 

・ 古着や使わない物は、リサイクルショップやフリーマーケットなどを活用して、サステ

ナブルファッションの取り組みを心がけます。 

事業者の取組  

・ 製品開発にあたり、省エネルギー型やリユース（再使用）もしくはリサイクル（再生利

用）が可能なものになるように心がけます。 

・ 可能な限り分別し、４Ｒ活動に取り組みます。 

・ プラスチックの資源循環に努めます。 

・ 量り売りやリユースボトル、簡易包装、レジ袋の削減等、環境負荷が少ない製品やサー

ビスの販売を行います。 

・ 飲食業や事業活動から出る食べ残しなどの食品ロスを減らすため、ハーフサイズメニュ

ーを追加するなどの工夫を心がけます。 

・ 市で回収を行っている「小型家電回収ボックス」を利用するなど、小型電子機器に含ま

れる希少金属の再資源化に努めます。 

・ ごみの排出が少ない事務用品や備品などの購入に努めます。 

・ 事業活動で使用する機械や備品については、修理・修繕して再使用を心がけます。 

★環境指標と数値目標★ 

環境指標 現状 
令和3（2021）年度 

目標 
令和10（2028）年度 

ごみの減量化（一人一日当たり

の生活系ごみの排出量） 
727g/人・日 650g/人・日 

再資源化率 12.5％ 19.1％ 

【環境目標 2 資源環境】 ごみを減らし資源を有効活用するまち 

市民・市民団体・事業者にご協力いただく取組 

用語

解説 
サステナブルファッション：資料編、資-12 照 
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3 【環境目標３ 生活環境】 健康で安心して暮らせるまち 

 

 

 

(1) 生活排水処理状況  

公共用水域の水質保全の指標となる本市の生活排水処理普及率は、公共下水道や農業

集落排水など地域の実情に沿った効率的な生活排水処理施設の整備を進め、令和４

（2022）年度末現在で 84.7％となっており、県平均 87.4％と比較すると少し低い状

況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 河川の水質状況  

平成29（2017）年度から令和４年度の市内の河川（12地点）水質調査では、河川の

水の汚れ具合を示すBOD（生物化学的酸素要求量）は、令和２（2020）年度の吹上橋

下を除き、すべての地点で環境基準を達成しています。SS（浮遊物質量）については、

令和元（2019）年度以降、すべての地点において環境基準を達成しています。 

水生生物調査の結果においても、指標生物からみた里川、山田川、浅川での水質はい

ずれも水質階級Ⅰの判定で、「とてもきれいな水」であると言えます。 

 

 

  

現状と課題 

◆ 生活排水処理普及率（公共下水道・農業集落排水施設・浄化槽） 

【出典：茨城県市町村別汚水処理人口普及率】 

（年度） 
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＜身近な環境の満足度・大人＞ 

◆ 現在住んでいる地域の身近な生活環境についてどの程度満足していますか。 

 
     市民の多くは、自然の美しさ、生き物がたくさんいる、緑が多いことに満足しています。 

 

 

 

 

 

 

 

20.5%

31.8%

38.3%

39.3%

46.1%

46.3%

49.7%

51.0%

53.6%

57.1%

59.1%

62.3%

62.3%

67.9%

71.1%

72.1%

72.7%

80.5%

85.7%

87.3%

89.3%

0% 50% 100%

環境保全に対する市民の意識が高い

子どもや高齢者、障害者が安心して道路を歩ける

余暇や学習に関する必要な情報が得られる

災害（水害など）からの安全性が確保されている

ごみや不法投棄がない

資源のリサイクル活動が活発である

公共の広場、公園が整備されている

地域の祭り、行事、イベントなどが活発に行われ

ている

道路や街並みがきれいである

家庭からの生活排水による河川や水路、ため池の

水の汚れがない

地下水や土壌の汚染の心配がない

工場や事業所からの排水による川の水の汚れがな

い

親しめる水辺がある

伝統芸能、史跡が大切に保存されている

自動車排出ガスや工場・事業所からの煙で空気が

汚れていない

生活騒音がない

工場や車の振動や騒音がなく静かである

工場や畜舎からのにおいがない

親しめるみどりが多くある

自然が豊かで、植物や野生生物（鳥や昆虫など）

の種類が豊富である

景観・田園風景など、自然の眺めが美しい

＜満足+やや満足＞

景観・田園風景など、自然の眺めが美しい 

親しめるみどりが多くある 

工場や畜舎からのにおいがない 

工場や車の振動や騒音がなく静かである 

生活騒音がない 

伝統芸能、史跡が大切に保存されている 

親しめる水辺がある 

地下水や土壌の汚染の心配がない 

道路や街並みがきれいである 

公共の広場、公園が整備されている 

資源のリサイクル活動が活発である 

ごみや不法投棄がない 

災害（水害など）からの安全性が確保されている 

余暇や学習に関する必要な情報が得られる 

子どもや高齢者、障害者が安心して道路を歩ける 

環境保全に対する市民の意識が高い 
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＜身近な環境・子ども＞ 

◆ あなたは、家や学校のまわりの環境について、どのように感じていますか？ 

 
     子どもたちは、緑が多い、生きものや植物がたくさんあると感じています。 

 

 

＜事業活動により考えうる環境への影響・事業者＞ 

◆ 貴事業所の事業活動が環境へ与えると思われる環境負荷の種類はどのようなものが

ありますか。（複数回答） 

 
     事業活動での自動車や機械からの排ガスなどが環境へ影響していると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21.1%

54.8%

59.7%

60.7%

74.6%

76.9%

84.2%

86.5%

88.4%

91.1%

69.0%

33.0%

31.4%

27.4%

18.2%

15.5%

8.3%

7.9%

7.9%

5.9%

9.9%

12.2%

8.9%

11.9%

7.3%

7.6%

7.6%

5.6%

3.6%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

川や道路、林などにごみが捨てられていない

川や池の水がきれい

工場や自動車からの騒音がなく静か

楽しく遊べる自然の場所がある

空気がきれい・いやなにおいがしない

自然の景観が美しい

夜空の星がきれい

神社やお寺など、昔のまちなみなどが残っている

いろいろな生きものや草花がたくさんある

木々の緑が多い

そう思う そう思わない わからない

19.0%

22.2%

25.4%

27.0%

38.1%

0% 20% 40%

自動車や運搬車などによる騒音・振動

食品残さなどの廃棄物

資源の消費などによる自然破壊

工場・建設現場などによる騒音・振動

自動車や機械などの運転による排ガスなど
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＜環境保全の取組に必要な情報・事業者＞ 

◆ 環境保全に取り組むためにどのような情報が必要ですか。 

 
     事業者は、環境の保全に、地球温暖化対策関係の助成金や支援や取り組み事例などの情報

を必要としています。 

 

  

54.0%

44.4%

42.9%

41.3%

39.7%

34.9%

31.7%

31.7%

28.6%

25.4%

25.4%

22.2%

21.0%

17.5%

17.5%

14.3%

14.5%

12.7%

36.5%

47.6%

38.1%

52.4%

46.0%

44.4%

57.1%

46.0%

54.0%

52.4%

34.9%

44.4%

45.2%

36.5%

34.9%

49.2%

38.7%

38.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業者向けの地球温暖化対策関係の助成金や支援

情報

地球温暖化防止（ＣＯ２削減など）に向けた具体

的対策

廃棄物の適正処理の情報

事業者の温暖化対策取組事例

再生可能エネルギーの種類や助成金などの情報

環境教育・環境学習会の情報

気候変動に関わる被害や対策など国、県、市町村

の情報

廃棄物の発生抑制・減量対策やリサイクル情報

脱炭素、カーボンニュートラルなどに関する情報

環境マネジメントシステムの情報

地下水汚染や土壌汚染対策

事業所の騒音・振動対策

事業所の排水対策

アスベスト対策

ダイオキシン類対策

貴重な動植物の確認や保護など生物多様性に関わ

る情報

事業所のばい煙対策

事業所の悪臭対策

必要 あればうれしい

地球温暖化防止（CO2削減など）に向けた具体的

対策 
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関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ 「大気汚染防止法」や「茨城県生活環境の保全等」に関する条例に基づく工場・事業場

等から排出されるばい煙や粉じんの大気汚染対策を、県等関係機関と連携して実施しま

す。 

・ 大気中の微小粒子状物質（PM2.5）発生時における環境基準超過時の広報活動等を県

等関係機関と連携して実施します。 

・ 公共交通や自転車等の利用を促進します。 

・ 野外焼却等による環境への負荷を抑制するため、家庭ごみの適正な処理方法についての

指導や啓発に努めます。 

・ 使用済み農業用ビニール（農業用廃プラスチック）等の適正処理について、周知・指導

の徹底に努めます。 

・ ダイオキシン類の発生抑制に関し、県等関係機関と連携し、必要に応じ規制を遵守する

よう指導等に努めます。 

・ アスベスト・PCB 等の取り扱いについて、県等関係機関と連携し、適切な対応に努め

ます。 

 

 

 

 

関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ 下水道施設への接続や合併処理浄化槽の転換を推進し、生活排水・事業所排水の適正な

処理を行います。 

・ 産業排水の監視・観測を県等関係機関と連携して実施するとともに、必要に応じ、指導・

規制に努めます。 

 

具体的施策１ 大気環境の保全 

具体的施策２ 水環境の保全 

用語

解説 

微小粒子状物質（PM2.5）：資料編、資-15 参照 

ダイオキシン類：資料編、資-13 参照 
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・ 市内一斉清掃活動に、市民と協働で取り組むことにより環境保全活動を推進します。 

・ ホタルが飛び交うような清らかな水辺環境を守るため河川の水質調査等を県等関係機

関と連携して実施し水質管理に努めます。 

 

 

 

 

関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ 土壌汚染の現状把握や工場・事業場等における土壌の汚染防止について、県等関係機関

と連携して指導に努めます。 

・ 土砂等による土地の埋立ては、「常陸太田市土砂等による土地の埋立て等の規制に関す

る条例」に基づき、有害物質による土壌汚染の未然防止や不法投棄対策に努めます。 

・ 農地の生産性を維持・向上させるため、堆肥等の活用と合わせて化学肥料や農薬の適正

使用を推進します。 

・ 市内のゴルフ場における農薬の使用に関し、県等関係機関と連携し対応します。 

 

 

 

 

関係する SDGs 

 
 

 

 

 

 

 

具体的施策３ 土壌環境の保全 

具体的施策４ 住みよい環境の保全 
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市の取組  

・ 「悪臭防止法」に基づき、工場・事業場等における悪臭の発生を抑制するため、県等関

係機関と連携して指導等に努めます。 

・ 家庭における生活排水対策等、悪臭防止への対策や啓発活動を進めます。 

・ 飼い犬等のふん害やたばこの吸い殻の投げ捨て等を防止するため、マナー向上のための

看板設置等、啓発活動を進めます。 

・ 「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律（家畜排せつ物法）」に基

づき、家畜排せつ物の不適切な管理により発生する悪臭を抑制するため、県等関係機関

と連携して指導等に努めます。 

・ 「騒音規制法」や「振動規制法」に基づき、事業活動に伴う騒音・振動の発生を抑制す

るため、県等関係機関と連携して指導等に努めます。 

・ 道路交通による騒音・振動の監視を、県等関係機関と連携して実施するとともに、必要

に応じ、改善に努めます。 

・ 放置自転車対策について、警察等関係機関と連携し、放置自転車の撤去、モラル向上の

ための啓発活動等を推進します。 

・ 茨城県ボランティアＵ.Ｄ.監視員を各地区に配置することによって、不法投棄の早期発

見と防止に努めます。 

・ 「常陸太田市空き地の適正管理に関する条例」及び「常陸太田市空家等の適正管理に関

する条例」に基づき、空き地・空き家の適切な管理を指導し、生活環境の保全、病害虫

の発生防止や防犯防火対策に努めます。 

 

 

 

 

関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ 市民が身近な放射線量の把握ができるよう、放射線量測定器の無料貸し出しを実施しま

す。 

・ 市内で提供されている学校給食食材等の放射性物質測定を定期的に行い、情報提供に努

めます。 

・ 水道水等について、放射性物質の検査を行い、情報提供に努めます。 

・ 農産物等について、生産者の希望に応じて放射性物質の検査を行い、情報提供に努めま

す。 

 

具体的施策５ 放射性物質対策 
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・ 清掃センターにおいて焼却灰の放射能濃度等の測定を継続し、情報提供に努めます。 

・ 国の方針に従い、「放射性物質汚染対処特別措置法」に基づく除染対象区域内の除染後

の放射線量を測定し、測定結果を公表します。 

・ 除染対象区域内から発生した除染土壌等について、国が最終処分方法を決定するまでの

間、国の方針に従い仮置場において保管し、維持管理を継続するとともに、放射線量や

地下水の放射性物質を測定し、測定結果を公表します。 

・ 放射能関連情報について、広報紙やホームページ等を活用し、定期的に発信します。 

 

 

 

 

市民・市民団体の取組  

・ 生活排水による環境負荷の低減に努めます。 

・ 身近な水辺空間を大切にします。 

・ 不法投棄に関する意識を高め、見かけた場合は可能な範囲で監視通報等に協力します。 

・ 化学肥料や農薬は適切に使用します。 

・ 日常生活において身近な自然や風景を汚さないように努めます。 

・ 周辺への騒音に配慮し、特に夜間の騒音発生を控えます。 

・ 空き家の見守り活動など、空き家対策に協力します。 

・ 放射性物質及び汚染物質に関する情報の把握に努めます。 

 

事業者の取組  

・ 排出ガスの適正処理や粉じんの発生抑制に努めます。 

・ 事業活動に伴い発生する排水は適正に処理します。 

・ 建設発生土の適正な処理を行うとともに、土壌汚染を防止し、地下水質の保全に努めま

す。 

・ 所有地の適切な管理を行い、不法投棄の未然防止を図ります。 

・ 化学肥料や農薬は適切に使用します。 

・ 事業活動による騒音・振動・悪臭の発生抑制に努めます。 

・ 事業活動に関する苦情や相談については、速やかで適切な対応に努めます。 

・ 農業用廃プラスチックは適切に処理します。 

・ 放射性物質及び汚染物質に関する情報の把握に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

【環境目標 3 生活環境】 健康で安心して暮らせるまち 

市民・市民団体・事業者にご協力いただく取組 
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4 【環境目標４ 自然環境】 森や水辺と共に快適に暮らせるまち 

 

 

 

 (1) 常陸太田市の生物多様性  

 植物では、ゲチョウジタデ、デンジソウ、ホッスモ、

サンショウモ、ミズマツバなど、1,500種以上の自生種

（維管束植物）が生育しています。外来種は、ハナニラ、

コヌカグサ、メリケンカルカヤなど200種以上が確認

されており、種類数、個体数ともに増加傾向にあります。

本市で記録のある植物の中で県及び国のレッドリスト選定種は281種が記録されていま

す。 

 昆虫では、アイノミドリシジミ、オゼイトトンボ、ウ

ラジロミドリシジミ、キイロヤマトンボなどが確認さ

れています。また、ため池ではガムシ、タガメ、クロゲ

ンゴロウなどの水生昆虫が見られました。本市で記録

のある昆虫類の中で県及び国のレッドリスト選定種は

103種が記録されています。 

 動物において哺乳類では、ニホンモモンガやカヤネズミが確認されています。は虫類

では、タカチホヘビやシロマダラなど、両生類では、バンダイハコネサンショウウオ、ク

ロサンショウウオ、イワキサンショウウオなどを見ることができます。 

 野鳥では、ヤマドリ、キジ、オシドリ、カルガモ、

カイツブリ、ヒメアマツバメ、イカルチドリ、ミサゴ、

ハイタカ、トビ、オオタカなど様々な種類の野鳥が観

察されています。他にも季節ごとに多種の野鳥が見

られますが、外来種である、コジュケイ、ガビチョウ、

ソウシチョウが観察されています。ガビチョウとソ

ウシチョウは、近年生息域を急速に広げ在来種への

影響も考えられます。本市で記録のある野鳥の中で県及び国のレッドリスト選定種は16

種が記録されています。 

 本市の魚類では、里川、浅川、山田川などの支流はいずれも良好な水質にあり、水産資

源であるサケ、アユが遡上し、里川と山田川においては上流にイワナ、ヤマメが生息する

現状と課題 

デンジソウ 

ウラジロミドリシジミ 

カイツブリ 
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渓流を有しています。里川周辺の陸封型のイ

ワナやヤマメは集団の孤立によって独自の

進化をしたとされており、里川には『里美イ

ワナ』と呼ばれる個体が生息しています。 

 

 

  

 

コラム 特定外来生物の昆虫 

環境省より特定外来生物に指定され、特に樹木などに大きな被害を与える昆虫が茨城県に

も侵入し、本市でも定着する可能性があります。 

以下の２種のカミキリムシを見かけたら市役所へ連絡してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然分布域はアジア大陸東端部の亜寒

帯から亜熱帯。成虫は25～40mmほど

の大型のカミキリムシで幼虫がサクラや

モモ、ウメ、スモモ等のバラ科樹木に寄生

し、木の内部を食べて枯らしてしまう被

害が出ています。 

茨城県では古河市、五霞町、つくば市で

確認されており、関東各県でも大きな被

害を出しています。 成虫（左）と幼虫の食害を受けた被害木（右） 

【写真提供：三田村敏正氏】 

自然分布域は中国東部か

ら朝鮮半島。幼虫はさまざま

な樹木に寄生し、木の内部を

食べて枯らしてしまう被害

が出ています。 

茨城県ではつくば市、小美

玉市、笠間市、桜川市、土浦

市、古河市、石岡市、下妻市、

水戸市で確認されています。

主に河川敷の柳類で確認さ

れています。本市への侵入が

最も懸念される外来種です。 

成虫（左）と従来ゴマダラカマキリとの違い（右） 

【写真提供：三田村敏正氏】 

ツヤハダゴマダラカミキリ 

クビアカツヤカミキリ 

里美イワナ 
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関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ 県・生物多様性センターと連携し、生物多様性の保全に関する取り組みを推進します。 

・ 生物の生存基盤としての農地保全のため、農地や農業用施設の保全活動を推進します。 

・ 鳥獣保護区等、生物の生息・生育基盤を守っていくための法令による適正な地域指定と

管理に努めます。 

・ イノシシ等の一部の鳥獣の増加を招かないよう、猟友会等関係団体と連携し、適切な有

害鳥獣対策を進めます。 

・ 県と連携し、生態系などへ影響を与えるおそれのある特定外来生物の対策を図ります。 

・ 自然と調和した護岸・魚道の整備や水辺の確保等、県等関係機関と連携し、自然環境に

配慮した河川整備・管理を進めます。 

・ ホタルが飛び交うような清らかな水辺環境を守るため、河川の水質調査等を県等関係機

関と連携して実施し、水質管理に努めます。 

・ 生物多様性の保全や回復に努め、ネイチャーポジティブ（自然再興）を目指します。 

 

 

 

 

関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ 「常陸太田市再生可能エネルギー発電設備の適正な設置と地球環境の保全に関する条

例」に基づき、再生可能エネルギー発電設備の適正かつ秩序ある設置を推進します。 

・ 農地・農業用施設の機能の維持増進に努めるとともに、環境への配慮のもと、必要な基

盤整備を促進します。 

・ 耕作放棄地の解消及び発生の抑制を図り、農地の荒廃を防ぎ、優良な農地の保全・確保

に努めます。 

・ 環境保全型農業を目指し、作物に適した土壌を維持するための土壌診断を促進します。 

具体的施策１ 生物多様性の保全 

具体的施策２ 自然環境の保全 

用語

解説 
特定外来生物：資料編、資-14 参照 

ネイチャーポジティブ：資料編、資-14 参照 
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・ 自然環境を身近に感じることができる里地里山環境の管理・保全活動を、県等関係機関

と連携して推進します。 

・ 「茨城県立自然公園条例」に基づく茨城県立自然公園（奥久慈・花園花貫・高鈴・太田）

及び「茨城県自然環境保全条例」に基づく自然環境保全地域（鍋足山・西金砂・東金砂）

の適切な保護・管理を、県等関係機関と連携して推進します。 

・ 家畜排せつ物を堆肥化し、農地に循環利用する循環型農業を目指します。 

・ 市産材を使用して住宅・物置等を建築する市民への助成制度（常陸太田市市産材利用住

宅建築助成制度）を活用し、市産材の利用促進を図ります。 

・ 森林が持つ多くの働きを健全に機能させるため、適正な間伐・枝打ち等を推進し、間伐

材の再利用等、資源循環に努めます。 

・ 間伐材の有効利用等を通じて、林業を支える取り組みを進めます。 

・ 開発等の土地利用にあたっては、生態系等への負荷を抑制した計画的な事業活動に努め

ます。 

・ 消費者が農産物を購入する際、生産者と消費者が信頼関係を築くことができ、安全性の

確保につながる直売所販売及び朝市等の開催を支援し、地産地消を推進します。 

・ 学校給食での地場農産物の利用を促進し、子どもたちの地域農業への興味・関心を深め

るための地産地消を推進します。 

・ 不法投棄の防止やマナー向上を図るため、啓発看板や広報紙・ホームページ等による普

及啓発に努めます。 

・ 環境負荷を低減する取り組みを積極的に実践している事業所を県が実施する「茨城エコ

事業所」として登録し、広く公表することにより、事業所のさらなる取り組みを促進し

ます。 

 

 

 

 

関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ 市民への農業の持つ多面的機能への理解醸成を図るため、都市と農村の交流による農業

体験を実施します。 

・ 森林保全ボランティアの活動支援に努め、市民が森林づくりを体験することを通じて市

民の緑化推進及び森林保全の意識向上を図ります。 

・ 緑の少年団等の活動支援に努め、森林保護活動等を通じて、子どもたちの森林保全の意

識向上を図ります。 

具体的施策３ 自然とふれあう場の確保 
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・ 学校における水生生物の観察による水質調査の実施等、地域や自然を活用した環境学習

を推進します。 

・ 市民参加による自然観察会等を通じて、環境保全の意識向上に努めます。 

・ 市民一人ひとりが、人と自然環境との関わりの大切さを再認識できるよう、市民参加に

よる環境学習会等の拡充に努めます。 

・ 市民団体等との相互の連携に努め、自然と触れ合う事業を創出・推進する人材や団体の

育成に努めます。 

 

 

 

 

市民・市民団体の取組  

・ 生物多様性の重要性を理解し、地域の自然環境について意識向上に努めます。 

・ 在来種などの生態系の保全のため、特定外来種などの外来種を自然に投棄しません。 

・ 有害鳥獣の被害を増やさないように、エサとなるものは放置しません。 

・ ペットは、適切に飼育します。 

・ 地域における緑化や緑の保全に関する活動に参加・協力します。 

・ 自然と触れ合う際には、マナーを守ります。 

 

事業者の取組  

・ 開発事業を行う際には、自然環境、生き物の生息生育環境などの生態系に配慮します。 

・ 地域における緑化や緑の保全に関する活動に参加・協力します。 

・ 有害鳥獣の被害を増やさないように、エサとなるものは放置しません。 
    

コラム 豊かな森林を維持管理していくために 

 本市の森林を維持していくためには花粉症の発生源対策も必要です。 

令和５年、総理大臣官邸で花粉症に関する関係閣僚会議が行われ、発生源対策や飛散対策など

について議論されました。農林水産省では、花粉の少ない苗木の生産増大に取り組み、スギ伐採

後の植栽を推進するとしています。少花粉スギや無花粉スギなどの苗木の生産は、平成24年度

の160万本から10年後の令和３年度に1,512万本と約10倍に

増加し、スギ苗木の年間生産量の約５割を占めています。また、林

野庁では、令和15年度までに花粉の少ないスギ苗木の年間生産量

をスギ苗木全体の約９割に増加させることを目標としました。 

本市では現在、全てのスギの植栽を花粉の少ない苗木にしてい

ます。ヒノキについても、令和２年より花粉の少ない苗木の植栽が

始まっています。 

【環境目標 4 自然環境】 森や水辺と共に快適に暮らせるまち 

市民・市民団体・事業者にご協力いただく取組 

0

1,000

2,000

3,000

H24 H27 H30 R3

花粉の少ないスギ苗木の

生産量等の推移

年間生産量 苗木生産量【出典：林野庁】 
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5 【環境目標５ 地域環境活動】 環境を学び次世代へ伝えるまち 

 

 

 

＜環境問題に対する考え方・大人＞ 

◆ 環境問題に対する考え方について、あなたの考え方に近いものを選んでください。 

 
     市民は、環境保全や動植物の保全、森林の吸収量を増やすこと、節電などのエネルギー

消費の削減、再生可能エネルギーの技術革新など、自分たちでできる省エネルギーへ

の取り組み以外に、将来の身近な自然や森林を含めた環境の保全や再生可能エネルギ

ーの技術革新などに努めるべきと考えています。 

 

＜環境問題に対する考え方・子ども＞ 

◆ 環境問題に対する考え方について、あなたの考えに近いものを選んでください。 

 
     子どもたちは、将来の自然や環境について心配し、保全に取り組むべきと考えています。 
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54.2%
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2.9%

1.0%

1.6%

1.0%

0% 50% 100%

「便利さや経済の発展」よりも「環境」を優先す

るべき

環境活動団体の情報提供や活動支援をしたほうが

よい

太陽光発電など再生可能エネルギーの普及を個人

や企業レベルでも進めていけばよい

再生可能エネルギーの技術革新に国を挙げて取り

組むべき

一人ひとりが、節電などエネルギー消費を抑えた

生活をするべき

ＣＯ（二酸化炭素）を吸収する森林を育てるべき

次世代のために私たちが貴重な動植物の生息地の

保全や環境保全に努めるべき

そう思う どちらかといえばそう思う あまりそう思わない そう思わない 分からない

26.1%

29.0%

40.7%

51.5%

85.8%

89.1%

47.9%

50.2%

53.0%

44.6%

12.9%

9.9%

26.1%

20.8%

6.3%

4.0%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境を守るためなら欲しいものの値段が多少高く

なってもよい

環境を守るために、生活が多少不便になってもよ

い

環境を守るための活動があれば参加したい

便利さや経済の発展よりも豊かな環境を守るほう

が大切だ

将来の自然環境が心配だ

次の世代のために私たちが環境を守るための取り

組みを行うべきだ

そう思う あまり思わない そう思わない

現状と課題 

CO2（二酸化炭素）を吸収する森林を育てるべき 
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＜環境問題に対する考え方・事業者＞ 

◆ 環境保全に対する考え方として、貴事業所の考え方に近いものを選んでください。 

 
     事業者は、将来のために環境保全に努めるべきと考えています。 

 

 

＜環境に関する活動への参加意識・子ども＞ 

◆ 環境に関する学習会や活動に参加したことがありますか。またそれらに参加した

いと思いますか。 

 
     子どもたちは、美化活動、リサイクル活動、自然体験や観察会に参加した、または参加

したいという強い興味があり、地球温暖化に関する学習会にも多くが参加したいと考え

ています。 
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1.6%

1.6%

1.6%

4.8%

9.5%

4.8%

12.7%

9.5%

4.8%

3.2%

11.1%

1.6%

1.6%

1.6%

1.6%

1.6%

1.6%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境保全のために人的・金銭的負担は惜しまない

環境保全のために必要であれば新税（環境税等）

が課されるのもやむをえない

条例による規制をしたほうがよい

技術的な指導や講習会の実施、斡旋をしたほうが

よい

具体的な環境保全施策を実施したほうがよい

環境保全のために尽くした事業所ほど評価される

べきだ

補助金の交付をしたほうがよい

次世代のために事業所は環境保全に努めるべきだ

そう思う どちらかといえばそう思う あまりそう思わない
そう思わない わからない 無回答

5.3%

13.2%

13.2%

14.9%

19.8%

21.2%

26.4%

3.3%

3.3%

5.3%

2.6%
4.6%

5.3%

6.9%

48.8%

45.9%

35.6%

45.5%

40.6%

43.4%

43.9%

42.6%

37.6%

45.5%

37.0%

35.0%

30.1%

22.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地球温暖化に関する学習会

星座や星の観察会

虫や鳥、植物の観察会

川や水辺の生きものの観察会

キャンプなどをとおした自然体験教室

地域や学校などのリサイクル活動

地域や学校周辺のごみ拾いなどの美化活動

また参加したい(参加したことがある) もう参加したいと思わない(参加したことがある)

参加したい(参加したことがない) 参加したいと思わない(参加したことがない)
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＜生活の中での行動・大人＞ 

◆ 地域の生活環境の改善や地球の環境を守るために、日常生活の中でどのような取り

組みを行っていますか。 

 
     多くの市民が日常的に、マイバッグの持参や市が取り組んでいるごみの23分別を実施し

ており、生ごみの水切りや食用油のリサイクルにも取り組んでいます。 

 

 

 

 

  

1.9%

2.3%

3.2%

5.5%

7.1%

7.8%

9.1%

24.0%

27.3%

27.6%

30.2%

31.8%

38.3%

39.3%

43.5%

47.1%

59.7%

64.9%

69.8%

69.8%

80.2%

85.1%

6.5%

7.1%

15.3%

13.0%

15.3%

33.8%

15.6%

30.5%

3.6%

43.8%

15.9%

33.1%

29.2%

36.4%

35.1%

44.2%

37.0%

26.6%

21.4%

23.7%

15.9%

11.7%

21.4%

30.8%

43.2%

35.1%

43.2%

42.2%

43.8%

25.3%

24.7%

21.1%

41.6%

23.4%

18.8%

15.9%

18.2%

6.5%

1.9%

4.9%

6.5%

4.5%

2.6%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自家用車の利用を控え、バス・電車・自転車を

利用している

環境保全団体に所属して、活動を行っている

米のとぎ汁は流さずに有効利用するようにして

いる

緑のカーテンを作っている（住宅の外壁の温度

上昇を抑制するためのツル植物の栽培）

雨水を溜めて花壇への散水等に有効利用してい

る

商品を購入するときはエコマークのついた商品

を購入するよう努めている

生ごみの堆肥化などでごみの減量化に努めてい

る

除草剤や殺虫剤をできるだけ使わないようにし

ている

太陽光エネルギーや太陽熱を利用している（太

陽光発電、太陽熱温水器など）

使用していない電化製品のコンセントは抜いて

いる

車の購入にあたっては、ハイブリットカーなど

環境にやさしい車を選ぶようにしている

風呂の残り水を洗濯に使うなど、日常生活にお

いて節水を心がけている

庭に樹木を植えるなど、緑化に努めている

車を利用する場合はアイドリングストップなど

の省エネ運転をしている

地域等の資源回収活動や美化活動に協力してい

る

食品ロス削減に努めている

冷暖房の設定温度のこまめな調節や、テレビや

照明などの節電を心がけている

詰め替え商品や再使用、再生利用しやすい商品

を優先して購入している

夜間は生活騒音の防止に努めている

調理くずや残り油を排水口から流さないように

している

可燃ごみと資源物（ペットボトル、古紙類等）

を分別して出している

買い物の際は、買い物かごや、マイバッグを持

参している

いつも行っている 時々行っている 行っていないが、今後は行いたい
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＜生活の中での行動・子ども＞ 

◆ 普段の生活のなかでどのような行動をしていますか？ 

 
     多くの子どもたちが日常的に、マイバックの持参、節電・節水、ごみの分別を行っていま

す。 

 

 

＜環境施策実現のための協力意識・事業所＞ 

◆ 環境施策の実現のために、貴事業所は、どの程度協力ができるとお考えですか。 

 
     多くの事業者は、環境施策実現のために協力的です。 

 

 

 

 

  

83.8%

83.5%

80.2%

78.5%

76.9%

73.6%

67.3%

56.4%

33.7%

28.4%

23.1%

22.1%

6.6%

7.6%

5.0%

8.9%

9.9%

13.2%

16.8%

18.5%

14.2%

21.8%

24.4%

34.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

買い物に行くときはマイバッグを持っていく

使用していない部屋の電気はこまめに消してい

る

水を出したままにしないで洗顔や歯磨きをして

いる

ノートや鉛筆などの文房具は、最後まで使いき

る

ビン・缶・ペットボトルは洗って分別して捨て

ている

テレビを見ていない時は消している

ご飯をできるだけ残さないなど、生ごみを減ら

す努力をしている

物は大切に使い、壊れたら修理するよう心がけ

ている

できるだけエアコンなどを使わず、衣類で体温

を調節している

使い捨て商品は買わないようにしている

環境について家族や友達と話し合っている

エコマークなどの環境にやさしい商品を買うよ

うにしている

している 今はしていないがこれからはしたい

1.6%

14.3%

33.3%

50.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

どちらとも言えない

積極的に協力したい

できれば協力したい

できることには協力してもよい
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＜生活の中での行動・事業者＞ 

◆ 環境問題の解決ないし環境負荷低減のため、現在どんなことを実施しています

か。また、今後実施してみたいと思いますか。 

 
     多くの事業者は日常的に、節電を行い、廃棄物は適正に分別及び処理を行っています。 

  省エネ機器の導入以外の設問では、実施できないという回答も多く見られました。 

 

  

7.9%

7.9%

17.5%

19.0%

19.0%

25.4%

27.0%

27.0%

27.0%

28.6%

28.6%

36.5%

41.3%

46.0%

46.0%

47.6%

49.2%

60.3%

63.5%

71.4%

87.3%

42.9%

22.2%

34.9%

34.9%

39.7%

38.1%

23.8%

34.9%

49.2%

42.9%

47.6%

49.2%

39.7%

17.5%

23.8%

30.2%

19.0%

23.8%

28.6%

9.5%

7.9%

11.1%

12.7%

7.9%

9.5%

17.5%

6.3%

9.5%

6.3%

9.5%

15.9%

17.5%

9.5%

11.1%

4.8%

3.2%

15.9%

3.2%

3.2%

1.6%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境負荷の少ない容器等の利用（リターナブルび

ん）

有害物質の処理装置の設置、増強

環境負荷の小さい製品の開発、販売または使用

再生資源を利用した製品の開発、販売または使用

取引先への環境配慮の働きかけ

リサイクル可能な製品の開発、販売または使用

包装、梱包の減量化（簡易包装、買い物袋持参奨

励等）

多頻度配送、輸送等の見直し

エコマーク商品など、環境に配慮した物品の購入

太陽光発電やバイオマス発電等新エネルギーの利

用

マイカー通勤の自粛や低公害車導入、アイドリン

グストップ等、車両使用時の環境負荷低減

従業員等に対する環境教育

地域環境保全活動への支援・参加（清掃・緑化・

リサイクル等）

公共下水道への接続や合併処理浄化槽の利用

産業廃棄物の減量化（食品残渣のコンポスト化、

リサイクル等）

事業所内（敷地内、建屋内、屋上等）の緑化

製品または包装の回収リサイクル（家電､空き缶､

空きビン､トレイ､プラスチックなど）

事業所で使用する水道水や地下水の節約（節水）

省エネ機器の導入

廃棄物等の適正分別及び適正処理

照明や冷暖房、ＯＡ機器などの節電

現在実施している 今後はしてみたい 今後も実施するつもりはない
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関係する SDGs 

 
 

市の取組  

・ 環境に関する出前講座等を開催し、市民への環境学習の取り組みを促進します。 

・ 環境教育を推進し環境学習の機会の拡充に努めます。 

・ 市民への環境教育の場を提供するため、清掃センターへの見学会等を実施します。 

・ 市民への環境教育の場を提供するため、生涯学習センター等での環境講座を実施しま

す。 

・ 学校と連携して、地球温暖化学習会等を実施し、環境教育の推進に努めます。 

・ 環境に関するイベント等を開催し、市民の環境に対する関心を喚起します。 

・ 国が推進する新しい国民運動「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動＜

愛称：デコ活＞」、「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの10年後」を推進し、広報

紙やホームページ等での啓発活動を行います。 

 

 

 

 

関係する SDGs 

 
 

 

 

 

 

具体的施策１ 環境教育・環境学習の推進 

具体的施策２ 協働による環境保全活動の推進 
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市の取組  

・ 市内一斉清掃活動に、市民と協働で取り組むことにより環境保全活動を推進します。 

・ 町会や子ども会等による資源物回収活動に対する支援を強化します。 

・ 茨城県ボランティアＵ.Ｄ.監視員の推薦及び活動を支援します。 

・ 森林保全ボランティア事業等を実施し、市民の環境を守り育てる意識の醸成を図りま

す。 

・ 緑の少年団等の活動支援に努め、森林保護活動等を通じて、子どもたちの森林保全の意

識向上を図ります。 

・ 市民参加による自然観察会を通じて、環境保全の意識向上に努めます。 

・ 市民団体等と相互の連携に努める等、地域における人材の活用を図ります。 

・ 茨城県地球温暖化防止活動推進員の推薦及び活動支援を推進します。 

・ 本市の環境の現状や、環境に関する取り組みの状況等の環境情報を、広報紙やホームペ

ージ等で提供します。 

 

 

 

 

市民・市民団体の取組  

・ 行政や業界団体等が主催する研修や講習等に積極的に参加します。 

・ 環境イベントやインターネット等を通じて、環境保全についての様々な情報を入手し、

そこで学んだことを率先して取り組みます。 

・ 国が推進する新しい国民運動「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動

（愛称：デコ活）」や「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの10年後」を確認し、で

きることから取り組みます。 

・ 家族や地域で環境保全の大切さについて話し合い、行動します。 

・ 地域の環境保全活動の組織や拠点・ネットワークづくりに参加・協力します。 

 

 

事業者の取組  

・ 従業員が環境に配慮した行動をとれるよう、環境問題や環境保全対策等に関する環境教

育を実施します。 

・ 保有する環境関連データや保全技術等について、情報の公開・提供に努めます。 

・ 地域の環境保全活動の組織や拠点・ネットワークづくりに参加・協力します。 

・ 行政や業界団体等が発信する環境情報を活用し、環境への理解を深めます。 

 

 

  

【環境目標 5 地域環境活動】 環境を学び次世代へ伝えるまち 

市民・市民団体・事業者にご協力いただく取組 
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国では、令和４（2022）年10月に2050年カーボンニュートラル及び令和12（2030）

年度削減目標の実現に向けて、国民・消費者の行動変容、ライフスタイル変革を強力に後押し

するため、新しい国民運動として「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」を

開始しました。 

また、令和５（2023）年７月に

この国民運動が浸透・定着し、国民

の皆様が脱炭素につながる豊かな

暮らしを実践していただけるよう、

シンプルで親しみやすく、愛着のあ

るネーミングを国民の皆様から広

く公募し、「デコ活」に決まりまし

た。今後、政府として、この「デコ

活」をあらゆる場面で活用し、企業・自治体・団体等の関係者と連携しながら普及・浸透を

図り、脱炭素につながる国民・消費者の行動変容、ライフスタイル転換を一層促します。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【出典：デコ活サイト（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動サイト）】 

コラム 脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動「デコ活」 

暮らしが豊かになり、脱炭素などに貢

献していくものは、すべてデコ活アク

ションにつながります。 


